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令和２年度常総市財政健全化及び経営健全化審査意見について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

に基づき，審査に付された令和２年度常総市財政健全化判断比率及び資金不足比率に

ついて審査したので，次のとおり意見書を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１　審査の対象

第２　審査の期間

令和3年7月19日から令和3年8月20日まで

第３　審査の概要

第４　審査の結果

１　健全化判断比率

（単位：％）

令和2年度
健全化判断比率

令和元年度
健全化判断比率

早期健全化基準

(1) 実 質 赤 字 比 率 ―                 ―                 12.74               

(2) 連結実質赤字比率 ―                 ―                 17.74               

(3) 実質公債費比率 10.1                 10.2                 25.0                 

(4) 将 来 負 担 比 率 74.3                 84.8                 350.0               

（注）実質赤字額及び連結実質赤字額がないため，「―」を記載した。

令和2年度常総市財政健全化審査意見書

令和2年度常総市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに常総市水道事業会
計決算及び常総市下水道事業会計決算における健全化判断比率並びにその算定
の基礎となる事項を記載した書類を審査の対象とした。

この財政健全化審査は，市長から提出された健全化判断比率及びその算定の
基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として
実施した。

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書
類は，いずれも適正に作成されているものと認められる。

区 分
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２　審査意見

（１）実質赤字比率

（２）連結実質赤字比率

令和2年度の一般会計等の実質収支額は711,413千円の黒字で，実質赤字比率
は△4.57％（△は，黒字を意味している。以下同じ）となっており，良好な状
態にあると認められた。

令和2年度の一般会計等とそれ以外の特別会計及び公営企業会計の実質収支額
は2,134,219千円の黒字で，連結実質赤字比率は△13.72％となっており，良好
な状態にあると認められた。
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（３）実質公債費比率

（４）将来負担比率

実質公債費比率は10.1％（平成30年度から令和2年度までの3箇年の平均比
率）であり，早期健全化基準の25.0％を下回る水準となっている。

前年度の10.2％（平成29年度から平成31年度までの3箇年の平均比率）から
0.1ポイント減少した要因は，公債費や下水道事業の元利償還金に対する繰出基
準額が減少したことに加え，普通交付税の増などにより標準財政規模が増加し
たこと等があげられる。

将来負担比率は74.3％であり，早期健全化基準の350.0％を下回る水準となっ
ている。

前年度の84.8％から10.5ポイント減少した主な要因は，地方債現在高や下水
道事業の元利償還金に対する繰入見込額が減少したことに加え，普通交付税の
増などにより標準財政規模が増加したことがあげられる。
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３　是正改善を要する事項

【参考】　健全化判断比率の算定式

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字額

標準財政規模

※　充当可能財源等

＝充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高に係る基準財政需要額算入額

・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ か 年 平 均 ）

特に指摘すべき事項はないが，しかし，常総市の財政を取り巻く環境は，依
然厳しい状態にあるので，今後とも，健全化判断比率における現在の状況を保
つためにも，これらの健全化判断基準には表れない経常収支比率の数値等も十
分考慮したうえで，健全な財政運営，財政構造の弾力性の向上に努められた
い。

・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源

＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

○ 将 来 負 担 比 率 ＝
将来負担額－充当可能財源等（※）

標準財政規模 －（元利償還金

○ ＝
標準財政規模 －（元利償還金

○

○

連結実質赤字比率

実 質 赤 字 比 率 ＝

＝
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第１　審査の対象

第２　審査の期間

令和3年7月19日から令和3年8月20日まで

第３　審査の概要

第４　審査の結果

１　資金不足比率

（単位：％）

令和2年度
資金不足比率

令和元年度
資金不足比率

経営健全化基準

(1) 水 道 事 業 会 計 ―             ―             20.00           

(2) 下 水 道 事 業 会 計 ―             ―             20.00           

（注）資金不足額がないため，「―」を記載した。

令和2年度常総市経営健全化審査意見書

令和2年度常総市水道事業会計，常総市下水道事業会計の歳入歳出決算におけ
る資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査の対象
とした。

この経営健全化審査は，市長から提出された資金不足比率及びその算定の基
礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実
施した。

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類
は，いずれも適正に作成されているものと認められる。

区 分
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２　審査意見

（１）水道事業会計

（２）下水道事業会計

←R3年度分作成時はデータが3つに増えるため，折れ線グラフに変更

　令和2年度において，損益計算書では89,273千円の純利益を計上している。

　令和2年度において，損益計算書では50,936千円の純利益を計上している。

資金不足額はなく，資金剰余額は913,151千円で，良好な状態であると認めら
れた。

資金不足額はなく，資金剰余額は264,917千円で，良好な状態であると認めら
れた。
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３　是正改善を要する事項

特に指摘すべき事項はないが，決算当初には表れない繰入金等を含まない純
決算収支額の数値を十分考慮したうえで，経営の健全化に努められたい。
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